
 
 

 
 
1 

2026 年９月 17 日 

 
各 位 

 
不動産投資信託証券発行者名 

東京都千代田区大手町二丁目２番１号 

東海道リート投資法人 

代表者名  執行役員 加藤 貴将 

（コード番号：2989） 
 

資産運用会社名 

東海道リート・マネジメント株式会社 

代表者名  代表取締役社長 加藤 貴将 

問合せ先  財務企画部長 山越 智 

ＴＥＬ: 03－6281－6880 

 
 

規約一部変更及び役員選任に関するお知らせ 
 
 
東海道リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、本日開催の役員会において、規

約一部変更及び役員選任に関して、下記のとおり 2026年 10月 29日に開催予定の本投資法人の第
４回投資主総会（以下「本投資主総会」といいます。）に付議することを決議いたしましたのでお
知らせいたします。なお、下記事項は本投資主総会での承認可決をもって効力を生じます。 

記 
 

1. 規約一部変更について 

（１） 本投資法人の柔軟な投資実現のため、本投資法人の投資対象の「不動産対応証券」を「不動産対
応資産」とした上で、不動産等を裏付けとする有価証券及び金銭債権等を、本投資法人の投資対象
として特に具体的に明記するものです（規約変更案第 10 条、第 11 条、別紙関係）。 

（２） 「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号。その後の改正を含みます。）
の改正に伴い、改正後の条文にあわせ関連する規定の変更を行うものです（規約変更案第 11 条第
３項⑥関係）。 

（３） 東海道地域等への重点投資という運用ガイドラインのコンセプトを維持した上で、さらなる投資
機会の拡大のため、投資エリアの一つである産業地域関連圏の定義を全国の主要都市及びその周辺
部に変更するものです（規約変更案第 12 条第１項関係）。 

（４） 本投資法人の投資対象の用途区分について、産業インフラアセット、生活インフラアセット及び
その他の施設に区分すべく、必要な変更を行うものです（規約変更案第 12 条第２項関係）。 

（５） 上記(１)の変更等を踏まえ、本投資法人の投資制限について、必要な変更を行うものです（規約
変更案第 13 条関係）。 

（６） 上記(１)の変更等を踏まえ、本投資法人の資産評価の方法及び基準等について、必要な変更を行
うものです（規約変更案第 18 条、第 19 条関係）。 

（７） 2026 年４月１日付で一般社団法人投資信託協会及び一般社団法人日本投資顧問業協会が合併
し、一般社団法人資産運用業協会へ名称を変更したことに伴い、必要な字句の修正を行うものです
（規約変更案第 18 条第９号、第 25 条第２項第１号、第 28 条関係）。 

（８） 投資法人の計算に関する規則（平成 18 年内閣府令第 47 号。その後の改正を含みます。）の定め
に従い、2027 年１月期以降に資産運用報告等の電子提供措置を行うものです（規約変更案第 28 条
の２関係）。 

（９） 投資法人が合併等を行った場合に備え、合併報酬に関する規定を新設すると共に、各種報酬の支
払い時期に柔軟性を持たせるものです（規約変更案別紙関係）。 
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（１０） 上記の他、字句の修正等の所要の変更を行うものです。 
 

（規約一部変更に関する詳細につきましては、添付資料「第４回投資主総会招集ご通知（案）」を
ご参照ください。） 
 
2. 役員選任について 

執行役員加藤貴将並びに監督役員渡邉宏毅及び林大樹から、任期調整のため、本投資主総会の
終結の時をもって辞任したい旨の申し出がありましたので、本投資主総会において改めて執行役
員１名（候補者：加藤貴将）及び監督役員２名（候補者：渡邉宏毅及び林大樹）を選任すること
について、議案を提出するものです。 
なお、上記執行役員候補者である加藤貴将は、本投資法人が資産の運用を委託する資産運用会

社である東海道リート・マネジメント株式会社の代表取締役社長です。 
 
（役員選任に関する詳細につきましては、添付資料「第４回投資主総会招集ご通知（案）」をご参
照ください。） 
 
 
3. 本投資主総会に関する日程 

2026年９月 17日               本投資主総会提出議案の役員会承認 

2026年 10月９日              本投資主総会招集ご通知の発送（予定） 

2026年 10月 29 日            本投資主総会開催（予定） 
 
4. 添付資料 

 第４回投資主総会招集ご通知（案） 
 

以 上 

 

本投資法人のホームページアドレス：https://www.tokaido-reit.co.jp 

https://www.tokaido-reit.co.jp/


（証券コード　2989）

（発信日）2026年10月９日

（電子提供措置の開始日）2026年10月８日

投 資 主 各 位
東京都千代田区大手町二丁目２番１号

東 海 道 リ ー ト 投 資 法 人
執行役員 加 藤 貴 将

第４回投資主総会招集ご通知

拝啓　平素より格別のご高配を賜り、心より御礼申し上げます。
　さて、東海道リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）の第４回投
資主総会（以下「本投資主総会」といいます。）を下記のとおり開催いたします
ので、ご通知申し上げます。
　当日ご出席されない場合は、お手数ながら後記の「投資主総会参考書類」をご
検討いただきまして、同封の議決権行使書面に賛否をご記入の上、2026年10月28
日（水曜日）午後６時までに到着するよう、ご返送いただきたくお願い申し上げ
ます。
　また、本投資法人においては、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年
法律第198号。その後の改正を含みます。）（以下「投信法」といいます。）第
93条第１項に基づき、本投資法人の現行規約第42条において、「みなし賛成」に
関する規定を次のとおり定めています。
　従いまして、投資主様が当日投資主総会にご出席になられず、かつ、議決権行
使書面による議決権の行使をなされない場合、かかる投資主様につきましては、
同条第３項に定める場合を除き、本投資主総会における各議案について、賛成さ
れるものとみなしてお取扱いすることになり、かつ、その有する議決権の数は、
出席した投資主様の議決権の数に算入されることになりますので、ご留意くださ
いますようお願い申し上げます。

（本投資法人の現行規約抜粋）
第42条（みなし賛成）

１. 投資主が投資主総会に出席せず、かつ、議決権を行使しないときは、当
該投資主はその投資主総会に提出された議案（複数の議案が提出された
場合において、これらのうちに相反する趣旨の議案があるときは、当該
議案のいずれをも除く。）について賛成するものとみなす。

２. 前項の規定に基づき議案に賛成するものとみなした投資主の有する議決
権の数は、出席した投資主の議決権の数に算入する。

３. 前２項の規定は、(i)以下の各事項に関する議案が投資主総会に提出さ
れることについて本投資法人が本投資法人のウェブサイトにおいて公表
した日若しくは招集権者がこれに準ずる方法により公表した日のいずれ
か早い日から２週間以内に、総発行済投資口の100分の１以上の投資口
を６か月以上引き続き有する投資主が、当該議案に反対である旨を本投
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資法人（招集権者が執行役員若しくは監督役員以外の者である場合は、
本投資法人及び招集権者の双方）に通知した場合、又は、(ii)以下の各
事項に関する議案について、本投資法人が当該議案に反対である旨を招
集通知に記載若しくは本投資法人のウェブサイトにおいて公表した場合
には、当該議案については適用しない。
(１)執行役員又は監督役員の選任又は解任
(２)資産運用会社との間の資産運用委託契約の締結又は解約
(３)解散
(４)投資口の併合
(５)執行役員、監督役員又は会計監査人の責任の免除

４. 第１項及び第２項の規定は、本条を変更する規約変更議案については適
用しない。

　なお、本投資主総会の招集に際しては、投資主総会参考書類等の内容である情
報（電子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上
の本投資法人のウェブサイトに「第４回投資主総会招集ご通知」として掲載して
おります。また、書面交付請求の有無にかかわらず、全ての投資主様に対して書
面により投資主総会参考書類等をお送りしております。

　　本投資法人のウェブサイト
　　https://www.tokaido-reit.co.jp/

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウ
ェブサイトにも掲載しておりますので、以下の東証のウェブサイト（東証上場会
社情報サービス）にアクセスして、銘柄名（投資法人名）又は証券コードを入
力・検索し、「基本情報」→「縦覧書類／PR情報」→「投資主総会招集通知／投
資主総会資料」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

　東証のウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

敬　具
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記

１. 日　　　時 2026年10月29日（木曜日）午前10時

（なお、受付開始時刻は午前９時30分を予定しておりま

す。）

２. 場　　　所 東京都中央区日本橋兜町２番１号

東京証券取引所ビル　２階　東証ホール

（末尾の投資主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３. 投資主総会の目的である事項

決議事項

第１号議案 規約一部変更の件

第２号議案 執行役員１名選任の件

第３号議案 監督役員２名選任の件

以　上

（お願い）

① 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書面を会場受付にご提

出くださいますようお願い申し上げます。

② 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の投資主の方

１名を代理人として本投資主総会にご出席いただくことが可能ですので、

代理権を証する書面を議決権行使書面とともに会場受付にご提出ください

ますようお願い申し上げます。

（ご案内）

① 議決権行使書面によって議決権を行使いただく場合、各議案につき賛否の

表示をなされない場合は、賛成の表示があったものとしてお取扱いいたし

ます。

② 電子提供措置事項又は電子提供措置事項を記載した書面を修正する場合の

周知方法

電子提供措置事項又は電子提供措置事項を記載した書面に記載すべき事項

について、修正する必要が生じた場合には、その旨、修正前及び修正後の

事項を、上記の本投資法人ウェブサイト及び東証ウェブサイトに掲載いた

しますので、ご了承ください。

③　当日は、本投資主総会終了後、引き続き同会場におきまして、本投資法人

の資産運用会社である東海道リート・マネジメント株式会社による「運用

状況報告会」を実施する予定です。あわせてご参加くださいますようお願

い申し上げます。なお、本投資法人の2026年７月期に関する決算説明会資

料及び説明会動画は、本投資法人のウェブサイト（https://www.tokaido-

reit.co.jp/）にてご覧いただくことができます。
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投資主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 規約一部変更の件

１. 変更の理由

(１)本投資法人の柔軟な投資実現のため、本投資法人の投資対象の「不動

産対応証券」を「不動産対応資産」とした上で、不動産等を裏付けと

する有価証券及び金銭債権等を、本投資法人の投資対象として特に具

体的に明記するものです（規約変更案第10条、第11条、別紙関係）。

(２)「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成10年法律第117号。そ

の後の改正を含みます。）の改正に伴い、改正後の条文にあわせ関連

する規定の変更を行うものです（規約変更案第11条第３項⑥関係）。

(３)東海道地域等への重点投資という運用ガイドラインのコンセプトを維

持した上で、さらなる投資機会の拡大のため、投資エリアの一つであ

る産業地域関連圏の定義を全国の主要都市及びその周辺部に変更する

ものです（規約変更案第12条第１項関係）。

(４)本投資法人の投資対象の用途区分について、産業インフラアセット、

生活インフラアセット及びその他の施設に区分すべく、必要な変更を

行うものです（規約変更案第12条第２項関係）。

(５)上記(１)の変更等を踏まえ、本投資法人の投資制限について、必要な

変更を行うものです（規約変更案第13条関係）。

(６)上記(１)の変更等を踏まえ、本投資法人の資産評価の方法及び基準等

について、必要な変更を行うものです（規約変更案第18条、第19条関

係）。

(７)2026年４月１日付で一般社団法人投資信託協会及び一般社団法人日本

投資顧問業協会が合併し、一般社団法人資産運用業協会へ名称を変更

したことに伴い、必要な字句の修正を行うものです（規約変更案第18

条第９号、第25条第２項第１号、第28条関係）。

(８)投資法人の計算に関する規則（平成18年内閣府令第47号。その後の改

正を含みます。）の定めに従い、2027年１月期以降に資産運用報告等

の電子提供措置を行うものです（規約変更案第28条の２関係）。

(９)投資法人が合併等を行った場合に備え、合併報酬に関する規定を新設

すると共に、各種報酬の支払い時期に柔軟性を持たせるものです（規

約変更案別紙関係）。

(10)上記の他、字句の修正等の所要の変更を行うものです。
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現 行 規 約 変 更 案

第10条（資産運用の基本方針） 第10条（資産運用の基本方針）

本投資法人は、中長期にわたり安定した収

益を確保し、また、運用資産を着実に成長

させることを目的として、主として不動産

等資産（投資信託及び投資法人に関する法

律施行規則（平成12年総理府令第129号。

その後の改正を含む。）（以下「投信法施

行規則」という。）第105条第1号ヘに定め

る不動産等資産に該当するものをいう。以

下同じ。）に該当し、かつ、不動産等（第

11条第1項第1号に定義する。以下同じ。）

に該当するものに投資して運用を行う。ま

た、本投資法人は、不動産等資産に該当し

ない不動産等及び不動産等を主たる投資対

象とする不動産対応証券（第11条第1項第2

号に定義する。以下同じ。）その他の資産

にも投資することができるものとするが、

海外不動産には投資しないものとする。

本投資法人は、中長期にわたり安定した収

益を確保し、また、運用資産を着実に成長

させることを目的として、主として不動産

等資産（投資信託及び投資法人に関する法

律施行規則（平成12年総理府令第129号。

その後の改正を含む。）第105条第1号ヘに

定める不動産等資産に該当するものをい

う。以下同じ。）に該当し、かつ、不動産

等（第11条第1項第1号に定義する。以下同

じ。）に該当するものに投資して運用を行

う。また、本投資法人は、不動産等資産に

該当しない不動産等及び不動産等を主たる

投資対象とする不動産対応資産（第11条第

1項第2号に定義する。以下同じ。）その他

の資産にも投資することができるものとす

るが、海外不動産には投資しないものとす

る。

第11条（資産運用の対象とする資産の種

類、目的及び範囲）

第11条（資産運用の対象とする資産の種

類、目的及び範囲）

1．本投資法人が投資対象とする不動産等

及び不動産対応証券とは、それぞれ、以下

の第1号及び第2号に掲げるものをいう。な

お、不動産等及び不動産対応証券を総称し

て、以下「不動産関連資産」という。

（1）①～④（省略）

⑤信託財産を主として不動産、不動産の賃

借権又は地上権に対する投資として運用す

ることを目的とする金銭の信託の受益権

⑥当事者の一方が相手方の行う前記①から

⑤までに掲げる資産の運用のために出資を

行い、相手方がその出資された財産を主と

して当該資産に対する投資として運用し、

当該運用から生ずる利益の分配を行うこと

を約する契約に係る出資の持分（以下「匿

名組合出資持分」という。）

⑦信託財産を主として匿名組合出資持分に

対する投資として運用することを目的とす

る金銭の信託の受益権

1．本投資法人が投資対象とする不動産等

及び不動産対応資産とは、それぞれ、以下

の第1号及び第2号に掲げるものをいう。な

お、不動産等及び不動産対応資産を総称し

て、以下「不動産関連資産」という。

（1）①～④（現行どおり）

（削除）

⑤当事者の一方が相手方の行う本号①から

④までに掲げる資産の運用のために出資を

行い、相手方がその出資された財産を主と

して当該資産に対する投資として運用し、

当該運用から生ずる利益の分配を行うこと

を約する契約に係る出資の持分（以下「匿

名組合出資持分」という。）

（削除）

２. 変更の内容

　現行規約の一部を、次のとおり変更するものです。
（下線部分は変更箇所を示しております。）
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(2)不動産対応証券とは、裏付けとなる資

産の2分の1を超える額を不動産等に投資す

ることを目的とする次に掲げるものをい

う。

①～③（省略）

④特定目的信託の受益証券（資産流動化法

第2条第15項に定める特定目的信託の受益

証券（第1号④、⑤及び⑦に掲げる資産に

該当するものを除く。）をいう。）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

(2)不動産対応資産とは、次に掲げるもの

（本号①から⑤に掲げる資産については、

資産の2分の1を超える額を不動産等に直接

又は間接的に投資することを目的とするも

のに限る。）をいう。

①～③（現行どおり）

④特定目的信託の受益証券（資産流動化法

第2条第15項に定める特定目的信託の受益

証券（第1号④、本号⑧及び⑨に掲げる資

産に該当するものを除く。）をいう。）

⑤投資事業有限責任組合契約に基づく権利

（投資事業有限責任組合契約に関する法律

（平成10年法律第90号。その後の改正を含

む。）に規定する権利で、有価証券（投資

信託及び投資法人に関する法律施行令（平

成12年政令第480号。その後の改正を含

む。以下「投信法施行令」という。）第3

条第1号に定めるものをいう。）に該当す

るものに限る。）

⑥直接又は間接的に不動産等資産に投資す

ることを目的とする特定目的会社（資産流

動化法に定めるものをいう。）、特別目的

会社その他これらに類する形態の法人等

（以下「不動産投資エンティティ」と総称

する。）に対する貸付債権等の金銭債権

（以下「不動産関連ローン等金銭債権」と

いう。）

⑦不動産投資エンティティが発行する特定

社債券（資産流動化法に定めるものをい

う。以下同じ。）若しくは社債券

⑧不動産関連ローン等金銭債権を主として

信託財産とする信託の受益権

⑨信託財産を主として不動産等又は不動産

対応資産に対する投資として運用すること

を目的とする金銭の信託の受益権
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2.本投資法人は、不動産関連資産のほか、

以下に掲げる特定資産に投資することがで

きる。

①～④（省略）

⑤金銭債権（投資信託及び投資法人に関す

る法律施行令（平成12年政令第480号。そ

の後の改正を含む。）（以下「投信法施行

令」という。）第3条第7号に定めるものを

いう｡）

⑥～⑧（省略）

（新設）

2.本投資法人は、不動産関連資産のほか、

以下に掲げる特定資産に投資することがで

きる。

①～④（現行どおり）

⑤金銭債権（投信法施行令第3条第7号に定

める金銭債権のうち、前項に掲げる資産に

該当するものを除く。）

⑥～⑧（現行どおり）

⑨信託財産を本項①から⑧までに掲げるも

のに対する投資として運用することを目的

とする金銭の信託の受益権（ただし、前項

に定めるものを除く。）

3．本投資法人は、必要がある場合には、

不動産等又は不動産対応証券への投資に付

随して以下に掲げる資産に投資することが

できる。

3．本投資法人は、必要がある場合には、

不動産等又は不動産対応資産への投資に付

随して以下に掲げる資産に投資することが

できる。

①～⑤（省略） ①～⑤（現行どおり）

⑥地球温暖化対策の推進に関する法律（平

成10年法律第117号。その後の改正を含

む。）に基づく算定割当量その他これに類

似するもの又は排出権（温室効果ガスに関

する排出権を含む。）

⑥地球温暖化対策の推進に関する法律（平

成10年法律第117号。その後の改正を含

む。）に基づく国際協力排出削減量その他

これに類似するもの又は排出権（温室効果

ガスに関する排出権を含む。）

⑦～⑧（省略） ⑦～⑧（現行どおり）

⑨前記①から⑧までに定めるもののほか、

不動産等又は不動産対応証券への投資に付

随して取得が必要となるその他の権利

⑨本項①から⑧までに定めるもののほか、

不動産等又は不動産対応資産への投資に付

随して取得が必要となるその他の権利

4．（省略） 4．（現行どおり）
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第12条（投資態度）

1.本投資法人は、主として東海道地域（静

岡を核とする産業地域（静岡県、愛知県及

び三重県をいう。以下同じ。）並びに東京

都、神奈川県、岐阜県、滋賀県、京都府及

び大阪府をいう。以下同じ。）、東海道周

辺地域（千葉県、埼玉県、山梨県、長野

県、兵庫県、奈良県及び和歌山県をいい、

東海道地域と東海道周辺地域を合わせて東

海道地域等という。以下同じ。）及び産業

地域関連圏（北海道、福岡県、鹿児島県及

び沖縄県をいう。以下同じ。）に所在す

る、安定した需要と収益性が見込める不動

産に投資するものとする。

2.ポートフォリオにおける用途としては物

流施設、工場・研究施設等を含む産業施

設、レジデンス、商業施設、オフィス及び

その他を主たる投資対象とする。なお、投

資対象が底地の場合には、底地上の建物の

用途を参考に、用途区分の判断を行うもの

とする。

3.～6.（省略）

第12条（投資態度）

1.本投資法人は、主として東海道地域（静

岡を核とする産業地域（静岡県、愛知県及

び三重県をいう。以下同じ。）並びに東京

都、神奈川県、岐阜県、滋賀県、京都府及

び大阪府をいう。以下同じ。）、東海道周

辺地域（千葉県、埼玉県、山梨県、長野

県、兵庫県、奈良県及び和歌山県をいい、

東海道地域と東海道周辺地域を合わせて東

海道地域等という。以下同じ。）及び産業

地域関連圏（東海道地域等と産業的関連性

を有する全国の主要都市及びそれぞれの周

辺部をいう。以下同じ。）に所在する、安

定した需要と収益性が見込める不動産に投

資するものとする。

2.ポートフォリオにおける用途としては物

流施設、オフィスビル、宿泊施設、その他

工場・研究施設等産業・ビジネスの基盤と

して企業が活用する施設等の産業インフラ

アセット、レジデンス、商業施設、生活圏

配送・販売を使途とする施設等の生活イン

フラアセット及びその他の施設を主たる投

資対象とする。なお、投資対象が底地の場

合には、底地上の建物の用途を参考に、用

途区分の判断を行うものとする。

3.～6.（現行どおり）
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第13条（投資制限）

1.本投資法人は、第11条第2項⑤に掲げる

金銭債権及び同⑥に掲げる有価証券への投

資を、安全性及び換金性を重視して行うも

のとし、積極的な運用益の取得のみを目指

した投資を行わないものとする。

2.本投資法人は、第11条第2項⑦に掲げる

デリバティブ取引に係る権利への投資を、

本投資法人に係る為替リスク、価格変動リ

スク、金利変動リスクその他のリスクをヘ

ッジすることを目的としてのみ行うものと

する。

第13条（投資制限）

1.本投資法人は、第11条第2項⑤に掲げる

金銭債権及び同項⑥に掲げる有価証券並び

に信託財産をこれらに対する投資として運

用することを目的とする同項⑨に掲げる金

銭の信託の受益権への投資を、安全性及び

換金性を重視して行うものとし、積極的な

運用益の取得のみを目指した投資を行わな

いものとする。

2.本投資法人は、第11条第2項⑦に掲げる

デリバティブ取引に係る権利及び信託財産

をこれに対する投資として運用することを

目的とする同項⑨に掲げる金銭の信託の受

益権への投資を、本投資法人に係る為替リ

スク、価格変動リスク、金利変動リスクそ

の他のリスクをヘッジすることを目的とし

てのみ行うものとする。
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第18条（資産評価の方法及び基準）

本投資法人の資産評価の方法及び基準は、

運用資産の種類ごとに定めるものとし、原

則として以下のとおりとする。

(1)不動産、不動産の賃借権及び地上権

（第11条第1項第1号①から③までに定める

もの）取得価額から減価償却累計額を控除

した価額により評価する。なお、建物及び

設備等についての減価償却額の算定方法は

定額法による。ただし、設備等部分につい

ては、本投資法人が採用する算定方法が正

当な事由により適当ではないと判断する場

合で、かつ投資者保護上問題ないと合理的

に判断することができる場合には、他の算

定方法に変更することができるものとす

る。

(2)（省略）

(3)信託財産を主として不動産、不動産の

賃借権又は地上権に対する投資として運用

することを目的とする金銭の信託の受益権

（第11条第1項第1号⑤に定めるもの）信託

財産のうち第1号に掲げる資産について

は、第1号に従った評価を行い、金融資産

及び負債については、一般に公正妥当と認

められる企業会計の慣行に従って評価した

後に、その信託資産合計額から信託負債合

計額を控除して計算した信託純資産額をも

って、当該信託の受益権の持分相当額を評

価する。

(4)匿名組合出資持分（第11条第1項第1号

⑥に定めるもの）

匿名組合出資持分の構成資産のうち第1号

から第3号までに掲げる資産については、

それぞれに定める方法に従った評価を行

い、金融資産及び負債については、一般に

公正妥当と認められる企業会計の慣行に従

って評価した後に、これらの資産合計額か

ら匿名組合の負債合計額を控除して計算し

た匿名組合の純資産額の本投資法人の出資

持分に相当する金額をもって、当該匿名組

合出資の持分相当額を評価する。

第18条（資産評価の方法及び基準）

本投資法人の資産評価の方法及び基準は、

運用資産の種類ごとに定めるものとし、原

則として以下のとおりとする。

(1)不動産、不動産の賃借権及び地上権

（第11条第1項第1号①から③までに定める

もの）取得価額から減価償却累計額を控除

した価額により評価する。なお、建物及び

設備等についての減価償却額の算定方法は

定額法による。ただし、設備等部分につい

ては、本投資法人が採用する算定方法が正

当な事由により適当ではないと判断する場

合で、かつ、投資者保護上問題ないと合理

的に判断することができる場合には、他の

算定方法に変更することができるものとす

る。

(2)（現行どおり）

（削除）

(3)匿名組合出資持分（第11条第1項第1号

⑤に定めるもの）

匿名組合出資持分の構成資産のうち、第1

号及び第2号に掲げる資産については、そ

れぞれに定める方法に従った評価を行い、

金融資産及び負債については、一般に公正

妥当と認められる企業会計の慣行に従って

評価した後に、これらの資産合計額から匿

名組合の負債合計額を控除して計算した匿

名組合の純資産額の本投資法人の出資持分

に相当する金額をもって、当該匿名組合出

資の持分相当額を評価する。
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(5)信託財産を主として匿名組合出資持分

に対する投資として運用することを目的と

する金銭の信託の受益権（第11条第1項第1

号⑦に定めるもの）

信託財産である匿名組合出資持分について

第4号に従った評価を行った上で、これら

の合計額から負債の額を控除して計算した

信託純資産額をもって、当該信託の受益権

の持分相当額を評価する。

(6)有価証券（第11条第1項第2号、第2項

③、④及び⑥に定めるもの）

以下の方法により評価する。

(i)満期保有目的の債券に分類される場合

取得原価をもって評価する。ただし、当該

債券を債券金額より低い価額又は高い価額

で取得した場合において、取得価額と債券

金額との差額の性格が金利の調整と認めら

れるときは、償却原価法に基づいて算定さ

れた価額とする。

(ii)その他有価証券に分類される場合

時価をもって評価する。ただし、市場価格

のない株式等（出資金など株式と同様に持

分の請求権を生じさせるものを含む。）

は、取得原価をもって評価する。

(7)金銭債権（第11条第2項⑤に定めるも

の）

取得価額から貸倒見積額に基づいて計算し

た貸倒引当金を控除した額をもって、金銭

債権を評価する。ただし、当該金銭債権を

債権金額より低い価額又は高い価額で取得

した場合において、取得価額と債権金額と

の差額の性格が金利の調整と認められると

きは、償却原価法に基づいて算定された価

額から貸倒引当金を控除した金額により評

価する。

（削除）

(4)有価証券（第11条第1項第2号①から

⑤、⑦及び⑧並びに第2項③、④及び⑥に

定めるもの）

以下の方法により評価する。

(i)満期保有目的の債券に分類される場合

取得原価をもって評価する。ただし、当該

債券を債券金額より低い価額又は高い価額

で取得した場合において、取得価額と債券

金額との差額の性格が金利の調整と認めら

れるときは、償却原価法に基づいて算定さ

れた価額とする。

(ii)その他有価証券に分類される場合

時価をもって評価する。ただし、市場価格

のない株式等（出資金など株式と同様に持

分の請求権を生じさせるものを含む。）

は、取得原価をもって評価する。

(5)金銭債権（第11条第1項第2号⑥及び同

条第2項⑤に定めるもの）

取得価額から貸倒見積額に基づいて計算し

た貸倒引当金を控除した額をもって、金銭

債権を評価する。ただし、当該金銭債権を

債権金額より低い価額又は高い価額で取得

した場合において、取得価額と債権金額と

の差額の性格が金利の調整と認められると

きは、償却原価法に基づいて算定された価

額から貸倒引当金を控除した金額により評

価する。
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(8)デリバティブ取引に係る権利（第11条

第2項⑦に定めるもの）

(i)デリバティブ取引により生じる正味の

債権及び債務は、時価をもって評価する。

(ii)一般に公正妥当と認められる企業会計

の慣行によりヘッジ取引と認められるもの

については、ヘッジ会計を適用する。ま

た、金利スワップ等に関する金融商品会計

における特例処理及び為替予約等に関する

外貨建取引等会計処理基準における振当処

理の適用を妨げない。

(9)動産（第11条第3項④に定めるもの）

取得価格から減価償却累計額を控除した価

格をもって評価する。なお、減価償却の算

定方法は、原則として定額法によるものと

するが、正当な事由により定額法による算

定が適当ではなくなった場合で、かつ、投

資家保護上問題がないと合理的に判断でき

る場合に限り、他の算定方法により算定す

ることができる。

（新設）

(10)その他

上記に定めがない場合は、当該資産の種類

ごとに、一般社団法人投資信託協会（以下

「投信協会」という。）の評価基準又は一

般に公正妥当と認められる企業会計の慣行

により付されるべき評価額をもって評価す

る。

(6)デリバティブ取引に係る権利（第11条

第2項⑦に定めるもの）

(i)デリバティブ取引により生じる正味の

債権及び債務は、時価をもって評価する。

(ii)一般に公正妥当と認められる企業会計

の慣行によりヘッジ取引と認められるもの

については、ヘッジ会計を適用する。ま

た、金利スワップ等に関する金融商品会計

における特例処理及び為替予約等に関する

外貨建取引等会計処理基準における振当処

理の適用を妨げない。

(7)動産（第11条第3項④に定めるもの）

取得価格から減価償却累計額を控除した価

格をもって評価する。なお、減価償却の算

定方法は、原則として定額法によるものと

するが、正当な事由により定額法による算

定が適当ではなくなった場合で、かつ、投

資家保護上問題がないと合理的に判断でき

る場合に限り、他の算定方法により算定す

ることができる。

(8)金銭の信託の受益権（第11条第1項第2

号⑨及び第2項⑨に定めるもの）

投資運用する資産に応じて、前各号に定め

る当該投資資産の評価方法に従い評価を行

い、金融資産及び負債の場合は一般に公正

妥当と認められる企業会計の慣行に従った

評価を行った上で、資産の合計額から負債

の合計額を控除して当該信託の受益権の持

分相当額を算定した価額により評価する。

(9)その他

上記に定めがない場合は、当該資産の種類

ごとに、一般社団法人資産運用業協会（以

下「資産運用業協会」という。）の評価基

準又は一般に公正妥当と認められる企業会

計の慣行により付されるべき評価額をもっ

て評価する。
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現 行 規 約 変 更 案

第19条（有価証券届出書、有価証券報告書

及び資産運用報告等における価格）

有価証券届出書、有価証券報告書及び資産

運用報告等に価格を記載する目的で、前条

と異なる方法で評価する場合には、次のと

おり評価するものとする。

(1)～(2)（省略）

(3)匿名組合出資持分

匿名組合の構成資産が不動産、不動産の賃

借権又は地上権である場合は、第1号に従

って評価し、金融資産である場合は、一般

に公正妥当と認められる企業会計の慣行に

従って評価した後に、これらの匿名組合出

資持分対応資産合計額から匿名組合出資持

分対応負債合計額を控除して計算した匿名

組合出資持分対応純資産額をもって、匿名

組合出資の持分相当額を評価する。

(4)デリバティブ取引に係る権利（前条第1

項第8号(ii)に基づき、金利スワップの特

例処理を採用した場合）

前条第1項第8号(i)に定める価額

第19条（有価証券届出書、有価証券報告書

及び資産運用報告等における価格）

有価証券届出書、有価証券報告書及び資産

運用報告等に価格を記載する目的で、前条

と異なる方法で評価する場合には、次のと

おり評価するものとする。

(1)～(2)（現行どおり）

(3)匿名組合出資持分

匿名組合の構成資産が第1号及び第2号に掲

げる資産である場合は、それぞれに定める

方法に従って評価し、金融資産である場合

は、一般に公正妥当と認められる企業会計

の慣行に従って評価した後に、これらの匿

名組合出資持分対応資産合計額から匿名組

合出資持分対応負債合計額を控除して計算

した匿名組合出資持分対応純資産額をもっ

て、匿名組合出資の持分相当額を評価す

る。

(4)デリバティブ取引に係る権利（前条第6

号(ii)に基づき、金利スワップの特例処理

を採用した場合）

前条第6号(i)に定める価額
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現 行 規 約 変 更 案

第20条（借入れ及び投資法人債の発行目

的）

本投資法人は、中長期にわたり安定した収

益を確保し、また、運用資産を着実に成長

させることを目的として、金融商品取引法

第2条第3項第1号に規定する適格機関投資

家（租税特別措置法第67条の15第1項第1号

ロ(2)に規定する機関投資家で、かつ、地

方税法施行令附則（昭和25年政令第245

号。その後の改正を含む。）第7条第7項第

3号に規定する適格機関投資家のうち総務

省令で定めるものに限る。）からの借入れ

及び投資法人債（短期投資法人債を含む。

以下本章において同じ。）の発行を行うこ

とができる。本投資法人は、投資法人債の

発行にあたり、その引き受ける者の募集、

名義書換及び発行に関する事務、投資法人

債権者に対する利息又は償還金の支払に関

する事務、投資法人債権者の権利行使に関

する請求その他の投資法人債権者からの申

出の受付に関する事務その他の事務を、法

令の定めにより他の者に委託する。

第20条（借入れ及び投資法人債の発行目

的）

本投資法人は、中長期にわたり安定した収

益を確保し、また、運用資産を着実に成長

させることを目的として、金融商品取引法

第2条第3項第1号に規定する適格機関投資

家（租税特別措置法第67条の15第1項第1号

ロ(2)に規定する機関投資家で、かつ、地

方税法施行令（昭和25年政令第245号。そ

の後の改正を含む。）附則第7条第7項第3

号に規定する適格機関投資家のうち総務省

令で定めるものに限る。）からの借入れ及

び投資法人債（短期投資法人債を含む。以

下本章において同じ。）の発行を行うこと

ができる。本投資法人は、投資法人債の発

行にあたり、その引き受ける者の募集、名

義書換及び発行に関する事務、投資法人債

権者に対する利息又は償還金の支払に関す

る事務、投資法人債権者の権利行使に関す

る請求その他の投資法人債権者からの申出

の受付に関する事務その他の事務を、法令

の定めにより他の者に委託する。

第25条（金銭の分配の方針）

本投資法人は、原則として以下の方針に基

づき分配を行うものとする。

1.（省略）

2.利益を超えた金銭の分配

(1)本投資法人は、経済環境、不動産市

場、賃貸市場、不動産投資信託証券市場等

の動向若しくは本投資法人による資産取得

及び資金調達が1口当たり分配金額に及ぼ

す影響等を勘案し、本投資法人が適切と判

断した場合、又は本投資法人における法人

税等の課税負担を軽減することができる場

合は、投信協会の規則に定められる金額を

限度として、本投資法人が決定した金額

を、利益を超えた金銭として分配すること

ができる。

(2)（省略）

第25条（金銭の分配の方針）

本投資法人は、原則として以下の方針に基

づき分配を行うものとする。

1.（現行どおり）

2.利益を超えた金銭の分配

(1)本投資法人は、経済環境、不動産市

場、賃貸市場、不動産投資信託証券市場等

の動向若しくは本投資法人による資産取得

及び資金調達が1口当たり分配金額に及ぼ

す影響等を勘案し、本投資法人が適切と判

断した場合、又は本投資法人における法人

税等の課税負担を軽減することができる場

合は、資産運用業協会の規則に定められる

金額を限度として、本投資法人が決定した

金額を、利益を超えた金銭として分配する

ことができる。

(2)（現行どおり）
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現 行 規 約 変 更 案

第28条（投信協会規則）

本投資法人は、本規約に定めるほか、金銭

の分配にあたっては、投信協会の定める諸

規則に従うものとする。

第28条（資産運用業協会規則）

本投資法人は、本規約に定めるほか、金銭

の分配にあたっては、資産運用業協会の定

める諸規則に従うものとする。

（新設） 第28条の2（資産運用報告の電子提供措

置）

本投資法人は、投資法人の計算に関する規

則（平成18年内閣府令第47号。その後の改

正を含む。以下「計算規則」という。）の

定めるところに従い、計算規則第81条第1

項に定める提供計算書類等に表示すべき事

項にかかる情報を、投信法第131条第3項の

規定による通知を発出する時から5年間、

継続して電磁的方法により投資主が提供を

受けることができる状態に置く措置をと

る。
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現 行 規 約 変 更 案

別紙 別紙

資産運用会社に対する資産運用報酬 資産運用会社に対する資産運用報酬

1．報酬体系 1．報酬体系

(1)～(2)（省略）

(3)取得報酬

本投資法人において、新規の不動産等又は

不動産対応証券を取得した場合、当該不動

産等又は当該不動産対応証券の取得価格

（売買契約等に定める代金額をいい、取得

報酬その他取得に要する費用並びに消費税

及び地方消費税を除く。）の1.0%を上限と

して本投資法人と資産運用会社の間で別途

合意した料率を乗じて得られる金額（1円

未満切り捨て）。ただし、資産運用会社の

定める利害関係者取引規程に定義される利

害関係者から取得した場合は、0.5%を上限

として本投資法人と資産運用会社の間で別

途合意した料率を乗じた金額（1円未満切

り捨て）とするが、当該不動産又は当該不

動産対応証券の本投資法人に対する売主が

利害関係者の場合であっても当該利害関係

者が利害関係者以外の者からウェアハウジ

ングのために取得し、保有しているもので

あるときはこの限りではない。

(4)譲渡報酬

本投資法人において、不動産等又は不動産

対応証券を譲渡した場合、当該不動産等又

は当該不動産対応証券の譲渡価格（売買契

約等に定める代金額をいい、譲渡報酬その

他譲渡に要する費用並びに消費税及び地方

消費税を除く。）に1.0%を上限とした料率

を乗じて得られる金額（1円未満切り捨

て）。

(1)～(2)（現行どおり）

(3)取得報酬

本投資法人において、新規の不動産等又は

不動産対応資産を取得した場合、当該不動

産等又は当該不動産対応資産の取得価格

（売買契約等に定める代金額をいい、取得

報酬その他取得に要する費用並びに消費税

及び地方消費税を除く。）の1.0%を上限と

して本投資法人と資産運用会社の間で別途

合意した料率を乗じて得られる金額（1円

未満切り捨て）。ただし、資産運用会社の

定める利害関係者取引規程に定義される利

害関係者から取得した場合は、0.5%を上限

として本投資法人と資産運用会社の間で別

途合意した料率を乗じた金額（1円未満切

り捨て）とするが、当該不動産又は当該不

動産対応資産の本投資法人に対する売主が

利害関係者の場合であっても当該利害関係

者が利害関係者以外の者からウェアハウジ

ングのために取得し、保有しているもので

あるときはこの限りではない。

(4)譲渡報酬

本投資法人において、不動産等又は不動産

対応資産を譲渡した場合、当該不動産等又

は当該不動産対応資産の譲渡価格（売買契

約等に定める代金額をいい、譲渡報酬その

他譲渡に要する費用並びに消費税及び地方

消費税を除く。）に1.0%を上限とした料率

を乗じて得られる金額（1円未満切り捨

て）。
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現 行 規 約 変 更 案

（新設） (5)合併報酬

資産運用会社が、本投資法人の新設合併又

は吸収合併（本投資法人が吸収合併存続法

人である場合及び吸収合併消滅法人となる

場合を含む。以下同じ。）（以下「合併」

と総称する。）の相手方の保有資産等の調

査及び評価その他の合併に係る業務を実施

し、当該合併の効力が発生した場合、当該

相手方が保有する不動産関連資産のうち当

該新設合併の新設合併設立法人又は当該吸

収合併の吸収合併存続法人が承継し又は保

有するものの当該合併の効力発生日におけ

る評価額の合計額に1.0％を上限として本

投資法人と資産運用会社の間で別途合意し

た料率を乗じて得られる金額（1円未満切

捨て）。

2.報酬の支払時期

本投資法人が上記1.記載の報酬を支払う時

期は、以下の通りとする。

(1)運用報酬Ⅰの支払い時期は、当該営業

期間終了後3か月以内

(2)運用報酬Ⅱの支払い時期は、当該営業

期間終了後3か月以内

(3)取得報酬の支払い時期は、当該不動産

等又は不動産対応証券の取得日（所有権移

転等の権利移転の効果が発生した日）から

3か月以内

(4)譲渡報酬の支払い時期は、当該不動産

等又は不動産対応証券の譲渡日（所有権移

転等の権利移転の効果が発生した日）から

3か月以内

（新設）

2.報酬の支払時期

本投資法人が上記1.記載の報酬を支払う時

期は、以下の通りとする。

(1)運用報酬Ⅰの支払い時期は、当該営業

期間終了後6か月以内

(2)運用報酬Ⅱの支払い時期は、当該営業

期間終了後6か月以内

(3)取得報酬の支払い時期は、当該不動産

等又は不動産対応資産の取得日（所有権移

転等の権利移転の効果が発生した日）から

6か月以内

(4)譲渡報酬の支払い時期は、当該不動産

等又は不動産対応資産の譲渡日（所有権移

転等の権利移転の効果が発生した日）から

6か月以内

(5)合併報酬の支払い時期は、合併の効力

発生日の月末から6か月以内
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氏 名
（生年月日）

略 歴 、 本 投 資 法 人 に お け る 地 位 及 び 担 当
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

か

加

 

　
とう

藤

 

　
よし

貴

 

　
のぶ

将
(1974年10月20日)

1998年４月 東北電力株式会社入社

2006年９月 株式会社ダヴィンチセレクト（現大和リアル・エステー

ト・アセット・マネジメント株式会社）入社

2016年12月 ヨシコン株式会社入社

2018年４月 東海道リート・マネジメント株式会社　出向　同社　取

締役投資運用部長

2023年５月 東海道リート・マネジメント株式会社　転籍　同社　取

締役投資運用部長

2023年６月

2024年10月

同社代表取締役社長（現任）

東海道リート投資法人　執行役員（現任）

第２号議案 執行役員１名選任の件

　執行役員加藤貴将から、任期調整のため、本投資主総会の終結の時をもっ

て辞任したい旨の申し出がありましたので、本投資主総会において改めて執

行役員１名の選任をお願いするものです。

　本議案において、執行役員の任期は、投信法第99条第２項及び本投資法人

の現行規約第46条第１項第一文但書を適用し、選任される2026年10月29日よ

り、２年を経過した日の翌日から30日以内に開催される執行役員の選任を議

案とする投資主総会の終結の時までとします。

　なお、執行役員の選任に関する本議案は、2026年９月17日開催の役員会に

おいて、本投資法人の監督役員の全員の同意によって本投資主総会への提出

が決議されたものです。

　執行役員候補者は次のとおりです。

・上記執行役員候補者は、本投資法人の資産運用会社である東海道リート・マネジメント

株式会社の代表取締役社長です。

・上記を除き、上記執行役員候補者と本投資法人との間には特別の利害関係はありませ

ん。

・上記執行役員候補者は、現在本投資法人の執行役員として、本投資法人の業務全般を執

行しております。

・上記執行役員候補者は、投資口累積投資制度を利用することにより、2026年７月31日付

で本投資法人の投資口を21口（１口未満切り捨て）所有しております。

・本投資法人は、投信法第116条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結し、被保険者が本投資法人の役員としての業務につき行った行為に起因

して損害賠償請求を受けたことにより負担することになる損害賠償金及び訴訟費用等の

損害を、一定の範囲で当該保険契約により補填することとしております。上記執行役員

候補者は、現在、執行役員として当該保険契約の被保険者に含められております。上記

執行役員候補者が執行役員に就任した場合には、引き続き、当該保険契約の被保険者に

含められることとなります。また、当該保険契約の期間満了の際には、同内容の契約を

再度締結する予定です。
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、本投資法人における地位及び重要な兼職の状況

１

わた

渡

 

　
なべ

邉

 

　
こう

宏

 

　
き

毅
(1975年６月17日)

2001年４月 静岡県職員　商工労働部技術振興室（主事）

2003年４月 静岡県職員　土木部下田土木事務所用地課（主

事）

2010年11月 最高裁判所　司法研修所（司法修習）

2011年12月 弁護士登録　鳥飼総合法律事務所

2012年８月 衆議院法制局（出向）

2014年７月 鳥飼総合法律事務所（現任）

2021年２月 東海道リート投資法人　監督役員（現任）

2023年９月 学校法人城西大学　非常勤講師（現任）

２

はやし

林

 

　

 

　

 

　
ひろ

大

 

　
き

樹
(1980年６月19日)

2003年10月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマ

ツ）入所

2011年10月 林総合会計事務所（現ALBA税理士法人）代表社員

（現任）

2012年６月 一般社団法人静岡県都市開発協会　監事（現任）

2015年７月 社会福祉法人夢殿会　監事（現任）

2021年２月 東海道リート投資法人　監督役員（現任）

2024年２月 株式会社塩田工務店　代表取締役（現任）

2026年６月 株式会社ツバキ薬粧　代表取締役（現任）

第３号議案 監督役員２名選任の件

　監督役員渡邉宏毅及び林大樹から、任期調整のため、本投資主総会の終結

の時をもって辞任したい旨の申し出がありましたので、本投資主総会におい

て改めて監督役員２名の選任をお願いするものです。

　本議案において、監督役員の任期は、本投資法人現行規約第46条第１項第

一文但書を適用し、選任される2026年10月29日より、２年を経過した日の翌

日から30日以内に開催される監督役員の選任を議案とする投資主総会の終結

の時までとします。

　監督役員候補者は次のとおりです。

・上記監督役員候補者両名と本投資法人との間には特別の利害関係はありません。

・上記監督役員候補者両名は、いずれも本投資法人の投資口を保有しておりません。

・上記監督役員候補者両名は、いずれも、現在、本投資法人の監督役員として、本投資法

人の執行役員の職務の執行全般を監督しております。

・本投資法人は、投信法第116条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結し、被保険者が本投資法人の役員としての業務につき行った行為に起因

して損害賠償請求を受けたことにより負担することになる損害賠償金及び訴訟費用等の

損害を、一定の範囲で当該保険契約により補填することとしております。上記監督役員

候補者は、いずれも現在、監督役員として当該保険契約の被保険者に含められておりま

す。上記監督役員候補者が監督役員に就任した場合には、いずれも引き続き、当該保険

契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約の期間満了の際に

は、同内容の契約を再度締結する予定です。
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参考情報

　本投資主総会に提出される議案のうちに、相反する趣旨の議案があるときは、

当該議案のいずれにも投信法第93条第１項並びに本投資法人現行規約第42条第１

項及び第２項に定める「みなし賛成」の規定は適用されません。また、同条第３

項の定めに従い、同項各号に定める議案について、所定の手続に基づいて、一定

の資格要件を備えた少数投資主が、当該議案に反対である旨を本投資法人に通知

した場合、当該議案については「みなし賛成」の規定は適用されません。なお、

上記第１号議案から第３号議案までの各議案につきましては、いずれも相反する

趣旨の議案には該当しておらず、また、本投資法人現行規約第42条第３項が適用

される上記第２号議案及び第３号議案の各議案につきましては、2026年９月17日

現在、少数投資主から当該議案に反対である旨の通知はなされておりません。

以　上
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交通のご案内
東京メトロ東西線 茅場町駅 （出口11） 徒歩５分
東京メトロ日比谷線 茅場町駅 （出口７） 徒歩７分
都営地下鉄浅草線 日本橋駅 （出口Ｄ2）徒歩５分

お願い
●ご入場の際に、警備員による金属探知機の検査があります。
●会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されるため、お車でのご来

場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。
●投資主総会にご出席の投資主様へのお土産のご用意はございませ

んので、予めご了承くださいますようお願い申し上げます。

投資主総会会場ご案内図

会場 東京都中央区日本橋兜町２番１号
東京証券取引所ビル　２階　東証ホール

電話 ０３－３６６６－０１４１

茅場町駅
永代通り

昭
和
通
り

日

本

橋

駅

11Ｄ2

新
大
橋
通
り

7

首
都
高
速

みずほ銀行

東京証券
会館

岩井コスモ
証券

内藤証券

日本橋郵便局

セブンイレブン

兜神社

⎝
都
営
地
下
鉄
浅
草
線
⎠

（東京メトロ東西線）
⎝
東
京
メ
ト
ロ

　
　
　
　

日
比
谷
線
⎠

首
都
高

速

セブン
イレブン

ファミリーマート

KABUTO
ONE

中島
クリニック

岡三証券

東京証券取引所ビル
２階　東証ホール
西口（見学受付）から
ご入場下さい。
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